
第3章

多国籍アグリビジネスの事業展開と
農業・食料包摂の今8的構造

久野秀二

アグリビジネス (1) をめぐる問題を企業論や産業論として論じるのではな

く，あくまでも農業問題 (agrarianquestion)研究の一つに据えることの真

意は，そこに資本主義経済社会と農業の関係を「資本による農業・食料の包

摂」として捉え，その結果もたらされる農と食の構造的な変容と諸矛盾をリ

アルに挟り出すための糸口を見いだしているからに他ならない。本章に与え

られた課題は，いまやグローバルに展開する多国籍アグリビジネスの事業戦

略を具体的に考察しながら，「資本による農業・食料の包摂」の今日的構造

を明らかにするとともにそこに生起する諸矛盾と新たに形成されつつある

対抗軸を見定めることにある。そこで，まず第 1節で， これまでのアグリビ

ジネス研究の成果を踏まえながら，グローバル資本主義下にある我々に託さ

れた課題を整理する。第2節では，農業・食料の世界的な生産流通構造を歴

史的に把握する概念装置を参照しながら，グローバル規模で進展する市場再

編の態様を明らかにする。だが，多国籍アグリビジネスのグローバルな事業

展開はそれ自体として完結するものではなく，常に国家・国家間関係によっ

て政治的に媒介・調整されなければならない。同時に多国籍アグリビジネ

スはグローバルな資本蓄積過程に適合的な「規制」をつくりだすだけの政治

経済的影響力を行使しうる存在でもある。その今日的到達点を探ることが，

第3節の課題である。最後に第4節で，「資本による農業・食料の包摂」に

ともなう諸矛盾ゆえに，一方で胎動してきた農と食をめぐる社会的対抗運動
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と，他方で形成されてきた多国籍アグリビジネスによる「企業の社会的責任」

対応との間で複雑化する対抗関係の所在を明らかにする。

1. 政治経済学的アグリビジネス研究の成果と課題

(1) マルクス派農業経済学および政治経済学からの接近

戦前から戦後にかけて，マルクス経済学が一定の影響力を保持してきたわ

が国農業経済学では多くの研究者が「農業の資本主義化」をめぐる議論に

参加したが，農業の特殊性を認識しつつも，専ら「農業における資本主義的

生産関係の発展」という視点から農業資本主義化（＝農民層分解）を把握し

ようとした。農民層の経済的状態＝階級的性格を理解することは，社会変革

をめぐる階級配置を確認するためにも不可欠な課題であった。だが，一方で，

農業の資本主義的発展の過程が「農業内的に完結的に進行する保証は今やど

こにもなく，資本の農業把握が農業資本主義化という統一的・総体的把握形

態ではなく，労働力，農業生産，土地所有をそれぞれ極めて跛行的に自らの

蓄積軌道内に包摂するという過程をたどる」［田代ほか 1975] との省察を喚

起し，他方で，資本主義の再生産構造に組み込まれた農業諸市場を通じた「資

本の農業包摂」と「農民の順応と対抗」の関係を全構造的に捉える視角を提

示した農業市場論アプローチの体系化［三島 2005]が模索されたように，

20世紀後半の農業・農村の実態は「農業の資本主義化」概念を関連市場＝関

連産業をも捕捉するものへと拡張することを要請してきた。とりわけ，独占

的な農外資本による市場編制（＝農業の包摂）の強化によって生み出される

諸矛盾と新たな対抗関係への洞察を提起した川村琢以来の農業市場論には，

本章で展開するアグリビジネス論アプローチにも通底する問題意識を再発見

することができる。もちろん，農業・食料市場における支配的経済主体を一

国レベルの独占資本として捉えていた段階の理論的枠組みは，それが多国籍

企業として定在している現段階にそのまま適用できるわけではない。

一方政治経済学からのアグリビジネス研究は，直接には戦後の米国食料
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戦略（武器としての食料）の庇護下で台頭してきた穀物メジャーの実態が，

1970年代初頭の世界食料危機とそれに続く「穀物強奪事件」を契機に暴露さ

れ，米国議会報告やジャーナリストらによって著された関連文献が相次いで

翻訳 (2) されたことにも刺激を受けながら，すでに多国籍企業として定在し

始めていたアグリビジネスによる農業・食料の支配という視角を提起した。

米国の覇権主義的な世界食料戦略に関わらせながら多国籍アグリビジネスの

「世界大での生産，流通の統合システムの論理と戦略」を詳細に分析した関

下 [1987]は，その先駆である。農業経済学から接近した中野 [1987] も，

1970年代にアグリビジネスによる農業支配が強化される過程で二極分解が進

行し，資本主義的性格を強める少数の大規模農業経営が農業生産の主要な担

い手となった米国でも，「それらはもはや自生的に成長していく資本主義的

経営ではない。独立性を蝕まれアグリビジネスヘの従属的地位に甘んじなが

ら経営内容をより企業化し，資本主義的性格を強めていく存在であり，いわ

ば独占大企業の配下にある現代の中小零細企業にも似た存在である」 (p.199)

と指摘し，多国籍アグリビジネスによる農業支配とそれにともなう農業構造

の変化を実証的に明らかにする一連の研究を主導してきた［中野 1998,中野・

杉山 2001]。もちろん，多国籍アグリビジネスによる農業・食料の支配は経

済過程に限定されるわけではない。「資本による農業の包摂」が政治過程に

よって媒介され，逆に政治過程に「資本の論理」が反映し貫徹していく以上，

農業政策論との接合が不可欠となる。筆者を含む中野らの研究グループが，

経済過程（産業分析）と政治過程（政策分析）の接合を志向する政治経済学

アプローチにこだわってきた理由がそこにある。

(2) グローバル資本主義下のアグリビジネス研究の課題

第 1に，欧米で展開されている農業・食料社会学では，マクロ・レベルの

分析視角であるフードレジーム論，メソ・レベルの分析視角であるフードシ

ステム論， ミクロ・レベルの分析視角であるフードネットワーク論など，豊

富な理論装置が提示されてきた［立川 2004]。農業経済学ないし政治経済学
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から接近したわが国のアグリビジネス研究は，これまで急速に展開する農業

政策・農業実態の把握に重きを置いていたために，こうした最新の理論潮流

とも切り結んだ研究は必ずしも十分ではなかったように思われる。その一方

で，国別・地域別の農業構造分析と農業政策分析に付随するかぎりでアグリ

ビジネスヘの言及がなされていたきらいがあり，技術・市場・政策などの内

部的・外部的な諸条件に応じた個別企業の多様な事業展開の態様 [Jansen

& V ellema 2004] を独自に分析する視点は必ずしも鮮明ではなかったよう

に思われる (3)。本章はこれらの課題に正面から取り組むことはしないが，

その前提となる分析枠組みを提示するとともに，可能なかぎり豊富なアグリ

ビジネスの事例に触れたいと思う (4¥

第 2に，グローバル資本主義の基本矛盾は，資本のグローバル化およびそ

れを優先的に媒介する国家政策・国家間関係と，国家がなお社会的・政治的

に総括しなければならない各国の国民経済• 国民諸階層との間に生起する諸

矛盾である。政治経済学的アグリビジネス論の視角からこれを捉え返せば，

アグリビジネスの多国籍的展開と相互規定的に立ち現れてきた新自由主義的

農政転換とWTO自由貿易路線が，農と食をめぐる社会経済的諸関係に及ぼ

す影響（諸矛盾）を実証的・理論的に明らかにするとともに，そうした諸矛

盾の止揚の方向性をめぐって錯綜する対抗軸を見定めることが求められてい

る。この点で，中野 [1998] は，「多国籍企業による農業および食糧支配が

グローバルな規模で強化され，農産物の生産から加工・流通・消費にいたる

全工程が，多国籍アグリビジネスの世界的な統合体制に組み込まれてくると，

それまで各国政府が実施してきた農産物価格支持政策や，二国間ないし多国

間で実施してきた農産物の国際商品協定といった伝統的な農業調整政策が，

国内レベルでも国際的なレベルでもしだいに空洞化していくことにつながる。

現に，ガットURでの農業最終合意にいたる一連の経緯にしても，…グロー

バルな規模での資本循環をつうじて利潤極大化をめざす多国籍アグリビジネ

スの経営戦略と関連づけて分析しなければ，その核心に迫ることはむずかし

い」 (p.7) と指摘していたが，グローバルなレベルでの産業分析と政策分析
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との接合の課題はなお積み残されたままとなっている。

政治経済学をはじめとする従来の社会科学では，グローバルに生起する諸

問題を把握する場合でも，国家・国民経済を基本的な分析単位とするのが一

般的であった。だからといって，主権国家，国際機関多国籍企業，圧力団

体，市民社会組織などの多様な行為主体を没階級的で並列的に捉える傾向に

あるグローバル・ガバナンス論や，そうした行為主体・行為対象を可能なか

ぎりミクロな単位に分解し，その複雑で状況依存的な関係構築過程を重視す

るアクターネットワーク理論で代替して済む話でもない。筆者はかつて，「国

民国家の枠組みを超越したかにみえる巨大多国籍企業といえども，資本間の

熾烈な競争関係が存在するかぎり，彼らはより有利な競争を展開するために，

国家との緊密な関係を前提し，国家財政や政策的支援に寄生しようとするこ

とに変わりない。逆に，国家にとっても多国籍企業の要求する政策的環境

の整備は消極的・受動的なものではなく，むしろ積極的・能動的な対応であ

る」と論じたことがある［久野 2002a: 66]。資本のグローバル化は依然と

して国家政策・国家間関係を通じた政治過程によって媒介されざるをえない。

そのことを確認した上で，これまで批判的分析の俎上に乗ることがほとんど

なかった国際機関や国際的産業団体，国際NGO等の独自な役割にも留意し

ながら，資本のグローバル化に対応した国際的な政治過程の分析を進めてい

くことが求められている (5)。その点で，当該領域で研究蓄積のある政治社

会学や国際政治経済学・国際関係論などの諸成果に学んでいくのも有益であ

ると思われる。

第 3に，前述した農業市場論の伝統にも表れているが，政治経済学的アグ

リビジネス論においても，「多国籍企業主導のグローバル化の流れ」と「地

域に根を張って生産者と消費者の関係を再構築する流れ」とのせめぎ合いを

重視する視点が徐々に盛り込まれるようになっている［大塚• 松原 2004]。

辻村 [2005]はこれを「批判論としての深まり」と「規範論としての新たな

発展」と評し，さらなる理論的・実証的研究の発展を促している。この点に

関しても，筆者はかつて「多国籍企業の経済的ヘゲモニーは国家及び国家
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間関係を自らの利害に沿うように動員するまでに強まっている。だが，それ

は必然的にナショナルやローカルな次元で矛盾を発現させざるをえず，

NGO等による対抗的科学の対置ローカルからグローバルヘと拡大する諸

運動の組織化，それらを踏まえた世論形成を伴いながら，社会的抵抗運動の

側のヘゲモニーが国家及び国家間関係に大きな影響力を持ちうることも，現

実によって証明されている」と論じたことがある［久野 2002a: 67]。だが，

対抗軸の結節部面はアグリビジネスによる規制政策や社会的批判への対応戦

略によって複雑化し，対抗関係は錯綜する傾向にある。批判論・規範論とし

ての問題提起を理論的・実証的に補強し，具体的な政策論へと昇華させてい

くためには当該領域で研究を積み重ねてきた市民社会論や農業・食料社会

学科学技術社会学等の諸成果に学んでいくことも必要となろう。

2. 農業・食料のグローバル化と多国籍アグリビジネスの事

業展開

(1) フードレジーム論の今日的適用

農業・食料分野におけるグローバルな政治経済的動態＿グローバルな規

模での政治と経済の結合のあり方，資本のグローバルな活動とその政治的な

調整（総括）のあり方 を歴史的・構造的に把握するために， Friedmann

[1993, 2005]は「フードレジーム」 (foodregime)概念を措定し，次のよ

うな画期でその展開過程を整理した。ヨーロッパ諸国と新旧植民地（デイア

スポラ国家）との間に形成された第 1次フードレジーム (1870~1914年）は

前者における社会的統合の必要から要請された低廉な賃金財としての穀物・

食肉を後者が供給するという国際的分業＝貿易体制を指している。この過程

で，後者には輸出市場に依存した新たな農民階級（家族労働に基づく商業的

な農業）が成立した。両大戦間期のレジーム危機＝移行期を経て，戦後ブレ

トンウッズ体制下のヘゲモニー国家＝米国を中心とする第2次フードレジ一

ム (1947~1973年）が形成された。そこでは，農業・食料の工業的転換と国
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家独占資本主義的な国内農業保護政策に支えられた大量生産・大量消費によ

る「フォード主義的蓄積体制」が実現するとともに基軸通貨国としての地

位に支えられた食糧援助政策（後に補助金付き商業輸出政策）を通じた米国

中心の国際分業＝貿易体制が構築された。 1970年代に入ると，国際的過剰資

本流動性の高まりによって米国は覇権国家としての地位を相対的に低下させ，

1980年代には欧州や新興農産物輸出国との貿易紛争を招来し，第 2次フード

レジーム下で機能してきた米国の過剰農産物処理政策は国内的にも国際的に

も大きな政治問題に転化するようになった。さらに，企業的大規模農業経営

の跛行的成長と中小零細経営の疎外といった両極分解が極限まで進行すると

ともに生産過程における画ー的・集約的農業の諸矛盾，流通・加工過程に

おける大規模広域流通や高度加工の諸矛盾が蓄積してきたことも，第2次フ

ードレジームの不安定化を基礎づけている。こうしたレジーム危機の過程か

ら新たに形成されてきたのが第3次フードレジームであるが，その特徴の概

念化をめぐって諸論者の見解が統一されているわけではない。

レジームとは，国家戦略・企業戦略・社会運動の絡み合いを通じて形成さ

れる，資本蓄積のあり方を調整する枠組みである。それは，競合する諸主体

間の暫定的で不均等な妥協が制度化されたものであり，経済的関係の発展・

深化・変容にともなって生じる社会的緊張がレジームの危機に転化すること

は避けられない (6)。そうであるならば， レジーム危機＝移行期を特徴づけ

ている，アグリビジネスの多国籍的展開とそれが要求する政治的調整のあり

方 新自由主義的農政転換とWTO体制 が，そのまま第 3次フードレ

ジームで支配的となる資本蓄積様式の調整枠組みになるとは限らない。なぜ

ならば，後にみるように，新自由主義的なグローバリズムに対する異議申し

立ての声が，先進国と途上国，輸出国と輸入国，生産者と消費者の違いを超

えて世界中で高まっており，それに対応した市場戦略の「練り直し」を多国

籍アグリビジネスに余儀なくさせている実態があるからである。実際，

Friedmann [2005]は，第 3次フードレジームの画期をなす新たな資本蓄積

は「環境保護運動からの要求や，フェアトレード，消費者の健康，動物保護
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などに取り組む活動家たちが提起した包括的な問題を選択的に取り組むこと

で成立している」と捉え，このレジームをコーポレート＝エンバイロメンタ

ル・フードレジームと名付けている。

(2) グローバル規模で進展する市場再編

Friedmannは，農業・食料分野における資本のグローバルな活動を「国境

を越えた商品連鎖」において把握し，その商品連鎖における農業と工業との

複雑な結びつき，農民・企業・労働者・消費者の複合的な連結関係に着目す

るものとして「農業・食料複合体」 (agri-foodcomplex)概念を措定した。

フードレジーム概念を構成するサブ概念の中心となるものである［記田

2006]。具体的には，①小麦複合体一一小麦生産→穀物エレベーターによる

集荷・保管→製粉→パン・パスタ・シリアル等の小麦製品の生産・販売へと

連なる連鎖，②家畜＝飼料複合体 大豆・トウモロコシ等の飼料作物生産

→集約型・加工型畜産（繁殖→フィードロットでの肥育）→と畜・枝肉処理

→食肉の加工・販売へと連なる価値連鎮③耐久食品複合体 大豆・トウ

モロコシ等の油糧作物や果実・野菜などの生産→それらを原料とする加工・

冷凍食品の生産・販売へと連なる価値連鎖である［中野 1998: 4-7]。これ

らの商品連鎖が「複合体」概念で括られるほどに実体化してきた背景に，そ

れを担う経済主体＝アグリビジネスの成長はもちろん，それを制度的に支え

た関連政策の展開と技術的に支えた農業・食品技術の発展があったことは言

うまでもない (7)。

これらの農業・食料複合体は「工業化・グローバル化」を象徴する商品連

鎖を言い当てたものとして現在でもなお有効であるが，第2次フードレジ一

ムの不安定化は従来の大量生産・大量消費型の蓄積様式と「工業化・グロー

バル化」軌道の修正を余儀なくした。まず，食料市場の成熟・飽和化と食品

産業の寡占化が進み，価格競争を通じた市場獲得競争に限界が見えてきた。

さらに， 1980年代に米国が直面した「戦後最大の農業不況」［中野 1987]は

農産物の過剰生産基調を決定的にした。国内農業保護と輸出促進のための補
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助金政策は限界に達し，農業生産財を中心とする国内需要の減退は農業関連

業界を業績悪化に追い込んだ。いわば「農業・食料関連産業における資本の

過剰蓄積」［磯田 2002]の進行である。こうした状況下でアグリビジネスが

追求した戦略が，農業の「工業化・グローバル化」の拡張・深化＿すなわ

ち商品連鎖の拡張・ 多元化とそれに応じた垂直的調整の強化，および対外直

接投資の拡大による生産・輸出拠点の多元化ーーを通じた資本蓄積機会の再

編的拡大であった。

①商品連鎖の拡張・多元化と垂直的調整の強化

農薬・種子産業は，折からのバイオテクノロジー産業化の機運と金融自由

化にも触発されて世界的なM&Aブームの渦中にあった。数多くの種子企業

やバイオベンチャー企業が様々な分野の多国籍企業に買収されたが，最終的

に農薬・ 種子産業をバイオ産業としてまとめ上げたのは一握りの多国籍農薬

企業であった［久野 2002b]。1990年代半ばまでに農業バイオテクノロジ一

を企業戦略の要に位置づけるバイオメジャーはほぽ出揃ったが，グローバル

化国際金融市場の流動化環境規制・安全規制の強化，それにともなう研

究開発コストの増加など一連の市場環境の変化が，引き続きM&Aを通じた

業界再編を誘発してきた。 1990年に上位4社の市場集中度 (CR4)が35%で

あった農薬業界は， 2000年に54%, 2005年には65%に達するまでに寡占度を

強めてきた。世界農薬市場の 8割以上を占めるバイオメジャー 6社＿

Bayer, Syngenta, BASF, Dow, Monsanto, DuPont―ーはまた，傘下の

種子企業やライフサイエンス部門を通じて遺伝子組換え作物 (GMO)の商

品開発にも邁進してきた。それはまず，種子と農薬の効果的なマーケティン

グ戦略として追求された。 Monsantoが独占的シェアを有する除草剤耐性品

種 (RoundupReady) はその典型である。さらに近年は，除草剤耐性や害

虫抵抗性にほぼ集約される栽培特性型の第 1世代GMOから，高オレイン酸

や低リノレン酸，高リジンなど飼料用途や食品用途として有用な成分を調整

した高機能性型の第 2世代GMO, さらには植物由来の医薬品原料や工業原

料を産生する第 3世代GMOへと事業が広がっている［久野 2005a]。
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他方， Cargillをはじめとする穀物メジャーは，穀物流通事業から穀物加工

事業（小麦製粉，大豆搾油，配合飼料等）や食肉事業（肉牛肥育，牛肉パッ

キング，養豚，豚肉パッキング等）へと水平的・垂直的な多角化戦略を追求

してきた［中野 1998: 42]。例えば，総合アグリビジネスとして今なお成長

を続けているCargillの米国での市場シェアは，穀物製粉で 1位，大豆搾油で

3位，牛肉パッカーで 2位，七面鳥で 1位，家畜飼料で 2位などとなってい

る [Hendrickson& Heffernan 2005]。また， Cargillは1987年に， ADMは97

年にそれぞれM&Aを通じてカカオ事業にも参入し，今では両社で世界のカ

カオ豆加工の 3割を占めるに至っている。穀物メジャーはこれら従来型の穀

物加工・食肉事業に加え， トウモロコシ化工等のバイオリファイナリー分野

でも強みを発揮してきた。 Cargillは2001年に澱粉・糖化製品（グルコース，

異性化糖，家畜飼料添加物等）の欧州主力企業Cerestarを買収した。これら

の分野で先行するADMはバイオ燃料として注目されているエタノールの生

産でも圧倒的なシェア（約 3割）を有するが， Cargillも急速に設備投資を増

やしている。 Cargillはまた， 1997年にDowChemicalと設立した合弁企業

Cargill Dow PLAを通じ，容器包装資材や繊維に加工可能で，石油プラスチ

ックに代替する生分解性製品として有望視されている植物由来ポリ乳酸の事

業拡大にも乗り出している［松原 2006]。

さらに，穀物メジャーとバイオメジャーとが提携して高機能性飼料・食品

の開発と利用に取り組むなど，文字通り「川上から川下まで」の垂直的調整

を強化する動きも顕著になってきた［久野 2005a]。CargillとMonsantoは

1998年に合弁会社Renessenを設立し， 2004年には従来育種ながらも低リノ

レン酸大豆 (Vistive)の開発に成功した。さらに2006年，遺伝子組換え技術

によって共同開発した高リジン・トウモロコシ (Mavera)の商業栽培が認

可されている。 Bungeも2003年にDuPontと合弁でSolaeを設立し，大豆タン

パクやレシチン等の植物性高機能食品素材の開発に取り組んでいる。このよ

うに，企業買収や合弁事業という形態をとりながら，農産物原料の代替化や

高付加価値化，加工用途の多元化を通じた商品連鎖の拡張と垂直的調整の強
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附表 3-1 主な多国籍アグリビジネス (2007年）

主要企業（国籍．売上尚：億ド）レ） 備考

Syngenta (スイス.72.6) 
Bayer CropSciences (ドイツ.65 5) 

名社年次報告書
BASF (ドイツ.431) 

農薬部門のみ
Dow Agr0Sc1ences C米国 37.8) DuPontは食品添加物部門を含む
Monsanto (米国 360) 
DuPont C米国 349*)

Monsanto (米国 49.6)
各社年次報告書

DuPont (米国 33.5)
種子部門のみ

Syngenta (スイス.20 2) 

Yara International (ノルウェ ，73.0) 
名社年次報告書

Mosaic (米国 577)
肥料部門のみ

Bunge (米国／バミューダ， 392)

John Deere (米国 121.2)
名社年次報告書

CNH Global (オランダ.995) 
農機部門のみ（建設機械部門は除く）

AGCO C米国.68.3) 

Cargill (米国 882.7*)農産物取引加工・業務用食品
Archer Daniels Midland (米国， 440.2)農産物取引加工
Bunge (米国／バミューダ， 325.9*)農産物取引加工
Tyson Foods (米国 269.0)食肉加工
Louis Dreyfus (フランス等.200*)農産物取引加工
Smithfield (米国 93.6)食肉加工
Sudzucker (ドイツ.79.0)製糖
Tate & Lyle (英国， 76.3)製糖・添加物
Dole Food Company (米国 69.3)青果物取引加工
Chiquita Brands Intl. (米国 46.6)青果物取引加工

Nestle Cスイス， 838.1*)食品総合・ボトル水
PepsiCo (米国 394.7)飲料・菓子

名社年次報告書等
食品部門も含む
Cargillは非公開のため，肥料
(Mosaic)や金融部門を含む総

売上高。 Bungeは肥料を除く
Louis Dreyfus Groupは非公開
のため推計。農産物取扱部門 (LD
Commodities)はオランダ

Kraft Foods/ Altria (米国 372.4)乳製品・菓子・飲料
Unilever (英国／オランダ.295.8*)食品総合 各社年次報告書等
Mars. Inc. (米国.250*)菓子・インスタント食品 Nestleは医薬品部門 Unilever
Coca-Cola Company (米国 231.0)飲料 とSaraLeeは日用品部門 ABF
Groupe Danone (フランス,175.0)乳製品・ボトル水 は小売部門をそれぞれ除く
Cadbury Schweppes (英国 159.4)飲料・菓子 Mars. Inc. は非公開のため推計
Groupe Lactalis (フランス.131.5)乳製品 アルコー）レ飲料主体の企業（米
General Mills (米国 124.4)加工食品 Anheuser-Busch. 英 Diageo.
Dean Foods (米国 118.2)乳製品 ベルギーInBev.英 SABMiller,
Kellogg Company (米国 117.8)シリアル・インスタント食品キリンビール等）は除く
ConAgra (米国 105.3)加工食品・業務用食品
Associated British Foods (英国 103.4)加工食品・製糖等
Sara Lee (米国 102.4*)加工食品・業務用食品

Wal-Mart C米国 1716.5)
Carrefour (フランス.903.2) 
Ahold (オランダ.654.5) 
Tesco (英国 636.4)
Seven & I (日本 536.3)

食品小売
(2006年） I 

Kroger (米国 490.3) Planet Retail 2007 
Schwarz Group (ドイツ.455.6) 
Aldi (ドイツ.451.8) 
Rewe (ドイツ.425.1) 
Metro (ドイツ， 419.3)
Edeka (ドイツ， 414.4)
Casino (フランス， 413.1)

McDonald's (米国 227.9)
フード I Compass G「OUP(英国 205.4)
サービス Sodexho Alliance (フランス.176.9) 

Yum! Brands (米国 104.2)

食料雑貨 (grocery)部門のみ

名社年次報告雹等
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化によって，バイオメジャーや穀物メジャー等のアグリビジネスは資本蓄積

機会の「内包的拡大」を実現してきたのである。

②対外直接投資を過じた生産・輸出拠点の多元化

これに対し，生産・輸出拠点の多元化＝グローバル化は，いわば資本蓄積

機会の「外延的拡大」と捉えられる。とりわけ1992年のEU統合を見込んで，

米国系アグリビジネスのEU諸国への進出が相次いだ。欧州系アグリビジネ

スもまた， 94年のNAFTA制定を見込んで北米市場への進出を急いだ。

NAFTA制定は米国系アグリビジネスのカナダやメキシコヘの進出，一部カ

ナダ企業の米国への進出をも招来した［松原 1996,2007]。同様に， EU統

合は国内市場から域内市場への市場圏の拡大を意味するため. EUレベルで

の生産・輸出拠点の多元化＝リージョナル化をともなった［溝手 2001およ

び本書第 6章］。このほか， 1990年代の相次ぐ投資自由化措置 (8) も手伝って，

米国に次ぐ食料輸出基地として急伸著しい南米諸国への直接投資を増やした

農業生産財業界や，急速な経済成長によって世界の食料大消費地として台頭

してきたアジアおよび中南米諸国への進出を図る食品加工・小売業界の動向

も注目される [Regmi& Gehlhar 2005]。

例えば， PioneerやAsgrow. DeKalbなどの大手種子企業がブラジルやア

ルゼンチンに進出したのは1960~70年代に遡るが，それら進出企業をはじめ

現地の種子企業をバイオメジャーが次々に買収し， トウモロコシや大豆の種

子市場を席巻していったのは1990年代後半である［久野 2002b: 109-113]。

農業機械産業でも，業界最大手のJohnDeereが1990年代に海外への事業

展開を強め， 1993~96年に北米以外での事業拡大によって売上高を75%も増

やした。イタリアのFiatは1995年にFordNew Hollandを買収し，さらに99

年にCaseIHと合併して業界 2位のCNHGlobalを誕生させた。業界 3位の

AGCOも， 1985年に米独間で合併した企業Deutz-Allisを母体に成長し， 94年

にカナダのMasseyFerguson, 97年にドイツのFendtを買収するなど，いず

れも大西洋を跨いだ事業拡大を図ってきた。同時に，ブラジル，アルゼンチ

ン，メキシコ，中国，インド，南アフリカ等の成長市場に生産拠点を確保し
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てきた点もほぼ共通している。

化学肥料産業では，ノルウェーの巨大エネルギー企業NorskHydroから

2004年にスピンオフされたYaraInternational (窒素肥料で首位）， Cargill

Crop NutritionとIMCGlobalが2004年に合併して誕生したMosaic(リン酸肥

料と炭酸カリウム肥料で首位）が抜きん出ている。世界市場の 6%にとどま

るものの， 1990~2004年に消費量を 3倍化させたブラジルは，約 7割を輸入

に依存しているため国内増産の余地がきわめて大きい。実際，国営企業

Fosfertil (gJが民営化された1992年を境に業界再編が急速に進んでおり， 97

年頃から一気に直接投資を増やしてきたBunge,2000年にM&Aによって製

造拠点を確保したYaraが徐々にシェアを伸ばしている。

ブラジルはアルゼンチンとともに，世界的に需要が高まっている大豆の生

産・輸出国として米国と肩を並べるまでに急成長を遂げている。世界全体の

大豆搾油能力に占める主要 3社のシェアは， ADMが25% , Cargillが22%,

Bungeが20%とされているが [IIED2004], 大規模開発が進むブラジル中西

部（セラード地域）でも，地場資本のMaggiGroupに加え，これら穀物メジ

ャー 3社が勢力を増しており，先進国や中国向けの生産・輸出拠点を拡張す

るため次第にアマゾン地域へ浸食を始めている [VanGelder & Dros 2006]。

ブラジルが注目されているのは原料農産物だけではない。同国の農業・食料

複合体の形成過程を分析した佐野 [2005]によると， 1994年のレアルプラン

実施以降特に飲食品加工部門でM&Aが急速に拡大したが，そのうち 6~

7割が外資によるものであったという。 ADM等の穀物メジャーに加え，

Nestle, Best Foods (Unilever), Kraft Foods (Altrea), Danone, Sara 

Leeなど欧米の巨大食品加工企業がその大宗をなしている。

こうした対外直接投資を通じて， ADMは1988年にわずか 3%だった海外

子会社の販売シェアを， 1994年に27%,2007年には45%にまで高めている。

早くから多国籍化を果たしていたCoca-Colaも， 1988年の54%から2007年の

74%へと海外販売シェアを伸ばしている。他方，欧州系アグリビジネスにつ

いては最近のデータしか手元にないが， Nestleは欧州域外の販売シェアを
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1997年の63%から2007年の74%へ上昇させ， Unileverも1995年の48%から

2007年の62%に， Danoneも1998年の24%から2007年の42%へと高めている。

なかには事業再編を通じて海外事業を縮小する企業もあるが，中南米やアジ

ア，中東欧市場の拡大が見込まれるだけに，グローバル化の傾向は今後も強

まっていくであろう。

相対的に多国籍化の度合いが低かった小売業界（スーパーマーケット）で

も事情は同じである。フランスのCarrefourは早くも 1975年にプラジル， 82

年にアルゼンチンに進出していたが， 89年には台湾への進出を果たし， 94年

のマレーシア， 95年の中国への進出を機に，東・東南アジア全域に513(2007 

年12月末時点）のグループ店舗を構えるまでになった。この他にも，オラン

ダAhold(1996年：シンガポール，中国など）， ドイツMetro(1996年：中国），

英国Tesco(1998年：台湾，タイ），米国Wal-Mart(1994年：香港）など，

巨大小売企業が軒並み中国や東南アジアを重視している。

アグリビジネスの多国籍的展開は，他の産業部門の例に違わず企業内貿易

の拡大を特徴としているが，企業内貿易比率は相対的に低<. むしろ現地生

産・現地消費型の「複数国国内企業戦略」が一般的である［磯田 2001,

Rama 2005]。それは，コールド・チェーンの発達によって遠隔流通が容易

になったとはいえ，工業部品のように国際的生産工程分割を企業内で自在に

設計することは難しいからである。さらに，「農業の工業化」によって農業・

食料セクターに不可避な自然的制約を次々と克服し，資本蓄積領域に包摂し

てきたとはいえ，なお原料生産と食料消費の段階で地域性ー一文化的・社会

的・政治的な意味でも一~を色濃く帯びざるをえないからである [Pritchard

& Burch 2003]。

③イノベーションとブランド戦略を適じた消費者対応型の事業展開

従来，農業・ 食料のグローバル化が論じられる場合，穀物（小麦， トウモ

ロコシ，大豆等）や熱帯一次産品（コーヒー，カカオ，砂糖，バナナ等）な

どのバルク農産物にせよ，それらを原料とした加工食品（耐久食品）にせよ，

いわばコモデイティとしての生産→流通→加工→消費の連鎖に目が向けられ
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てきた。そこでは穀物メジャーや青果物メジャー，巨大食品企業による供給

主導型の商品連鎖が支配的であり，これら多国籍アグリビジネスの資本蓄積

は，内包的・外延的な事業展開を徐々にともないながらも，市場シェアの拡

大と取扱量・製造販売量の増大を通じた「規模の経済」の発揮に支えられて

きた。だが，こうした一方向的な商品連鎖のあり方を前提とするかぎり，生

産・輸出拠点のグローバル化を通じた資本蓄積機会の外延的拡大は従来の延

長でしかなく，原料作物と加工用途の多元化を通じた資本蓄積機会の内包的

拡大も，依然として「大量生産＝大量消費型の蓄積様式」の枠内におけるリ

スク分散・高付加価値化の戦略を超えるものではない。第3次フードレジ一

ムの形成が論じられてきた背景として， 1990年代以降のアグリビジネスの事

業展開が，低廉な農産物の増産と輸出を徹底的に追求する「大量生産＝大量

消費型の蓄積様式」のもとで次第に顕在化してきた生産部面と消費部面の諸

矛盾ー一環境負荷と安全性問題一に受動的であれ能動的であれ対応する

ための戦略でもあった点が確認されなければならない。

アグリビジネスの事業戦略に質的転換を読み取る場合，ポスト・フォーデ

イズム論やポスト・モダニズム論が一定の説得力をもって援用されることが

ある。 Ritzer[1996]によってセンセーショナルに提起された「マクドナル

ド化」のテーゼに反して，環境問題や食品安全性，エスニシティ，ジェンダ

ーなど消費者意識・市民意識の高まりと価値観の多様化，あるいは文化的・

地域的差異の再評価など，生産と消費の画ー的なグローバル化に対するオル

タナティブを模索する社会的対抗運動が農業と食料をめぐって胎動しつつあ

り，それをむしろ事業戦略に取り入れようとするアグリビジネスの動向を確

認することができるからだ (10)。

実際には批判されなければならない言説ではあるが， GMOの開発推進論

拠は，多投入集約型の近代的農業による環境負荷と経営負荷の問題を解決し

つつ，増え続ける世界人口を養うための持続的な食料増産を実現する「農業

者利益」や「環境利益」，あるいは健康・栄養への関心や嗜好• 生活スタイ

ルの多様化に対応した高品質テーラーメイド食品を実現する「消費者利益」
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といった体裁をとっている［久野 2002b, 2004, 2005b]。

もちろん， GMOに依らずとも，消費者の安全・健康志向に配慮した製品

開発の例は枚挙にいとまがない。 FoodProcessing誌は，近年の食品加工業

界を特徴づけるキーワードの筆頭に「有機」と「健康」をあげている (11)。

食品最大手のNestleは，長期的な事業戦略を，「コモデイティ」すなわち利

便性・味・楽しみ・選択肢の多さを追求してきた従来のGoodFoodから，「付

加価値」すなわち栄養的価値に配慮したHealth& Wellness, さらに心身の

健康バランスをも射程に入れたWellbeingへの流れとして展望している。そ

のため同社は， 2000年にPowerBarを買収して米国の栄養補助食品市場で 4

割近いシェアを確保するとともに，乳幼児や成人用の保健栄養食品を強化し，

従来型加工食品のブランドでも脂肪．糖分・塩分等の削減と繊維質・プロテ

イン・ビタミン等の補強をコンセプトにした商品を開発している。

シリアル食品でKelloggと並ぶ最大手のGeneralMillsは，すべてのシリア

ル製品を全粒穀物に切り替えることを2004年に発表したが，それは消費者の

健康と栄養を考えての決断であると報じられた。また，米国をはじめ先進諸

国で深刻化している肥満や動脈硬化・糖尿病等の生活習慣病を促進するとさ

れるトランス脂肪酸をめぐっても新しい動きがあった。ファストフード業界

は，食品の品質保持期間を延ばし，風味の安定性を増す効果のあるトランス

脂肪酸を積極的に使用してきたが，米国食品医薬品局FDAが2006年 1月か

ら含有量の記載を義務づけた。同年12月にはニューヨーク州でより厳しい制

限措置が導入され， 2007年7月までに調理油等で， 2008年7月までにその他

食品について， トランス脂肪酸の実質的排除を迫られることになった。これ

に合わすように， KFCが米国内店舗で使用する揚げ油をMonsantoが開発し

た低リノレン酸大豆を原料とする油に切り替えることによってトランス脂肪

酸の削減に取り組むことを発表し，話題を呼んだ。

これらの動きは（インター）ナショナル・ブランドを提供する食品加工企

業や外食企業によって主導されているが，小売業界によって主導される動き

も重要である。プライベート・ブランド (PB) を開発し販売する大手小売

96 



第3章 多国籍アグリビジネスの事業展開と農業・食料包摂の今日的構造

企業は消費者選択により敏感にならざるを得ない。例えば，英国でGMOに

対する消費者の不安や反発が高まった1999年， Tesco, Asda, Sainsbury's, 

Marks & Spencer, Icelandなどの大手スーパーマーケット・チェーンが次々

とGMO原料を自社のPB商品から排除する方針を発表し，非GMO原料の調

達に走ったことに如実に表れている。さらに最近は．後述するように，有機

食品やフェアトレード等の倫理的調達を謳った食品の取り扱いを増やしてい

る。わが国でも，例えばイオングループが1994年に開始したPB「トップバ

リュ」に示されるように．「農薬や化学肥料，抗生物質，合成添加物の使用

を抑えて作った農・水・畜産物と，それらを原料に作った加工食品」や「お

いしさ．素材，機能などに特別にこだわった特選高品質ブランド」などのコ

ンセプトを謳った商品開発が盛んである。

3. 農業・食料のグローバル・ガバナンスと「規制」をめぐ

るポリティクス

筆者は，グローバリゼーションが国家の「退場」や「空洞化」を招き，国

家・国家間関係を超越したグローバル資本主義が一路形成されるという考え

方には立たない。資本はどこまでも国家・国家間関係によって政治的に媒介

されなければならない存在である。しかし同時に，第 2次フードレジームか

ら第 3次フードレジームヘの移行を特徴づけるものとして国民国家の枠組

みを前提とする公的規制と経済的活動の超国家的な展開との間の甑甑ないし

矛盾 (Friedmann& McMichael 1989, Bonanno 2004, Higgins & Lawrence 

2005) を，筆者は重視している。特に農業・食料をめぐっては，労働条件や

環境影響に加えて食品安全性や公衆衛生，動物福祉などで社会的批判と規制

要求が高まっているだけに，この問題は無視できない。こうした矛盾を克服

するために，資本は世界大での資本蓄積戦略に適合的な「規制」の国際的整

合化を図ってきた。同時に，企業・業界団体による市場を通じた自主規制の

流れも強まっている。その背景に，企業自らが規制主体となりうるだけの市

97 



場支配力の高まりと高度な技術の獲得，そして民間主導の自主規制を「政府

による公的規制よりも効率的」として正当化する新自由主義的イデオロギー

の蔓延がある。

(1)新自由主義的農政転換と「規制」の国際的整合化

農産物価格政策をはじめとする様々な国家的農業保護を縮小再編し，価格

形成と需給調整を市場原理に委ねる新自由主義的農政転換が， 1986年に開始

されたGATTウルグアイラウンド (UR)農業交渉を契機に進められてきた。

米国はそれ以前から一貫して農業分野の「自由化」を志向してきたが，それ

が1980年代に入り一気に噴出したのは， ドル高・高金利政策にともなう米国

農産物の国際競争力の低迷と「戦後最大の農業不況」に加え，共通農業政策

下で農業生産と農産物輸出を拡大してきた欧州との間で補助金付き輸出競争

を誘発し，財政危機に苦しむ双方に一層の財政負担を強いるようになったた

めであり，新自由主義的農政転換を要求するアグリビジネスのグローバルな

展開が強まったためである。

磯田 [2001]が指摘するように， 1970~80年代までの国内価格支持・輸出

補助金政策が農産物貿易を通じた国内型資本蓄積戦略に適合的だったのに対

して， 80~90年代以降の新自由主義的農政転換は，原料農産物価格の引下げ

とフレキシブルな増産・調達を可能にするという意味で，各国・各地域レベ

ルでの垂直的多角化（複数国国内企業戦略）を志向するアグリビジネスの今

日的な資本蓄積戦略にきわめて整合的であった。また，企業内貿易比率が相

対的に低いとはいえ，企業内外での貿易を拡大するアグリビジネスにとって，

自由貿易体制の構築は一貫した要求である。もちろん， WTOドーハラウン

ドでいよいよ露呈し，交渉の行き詰まりを招いているように，そこで目指さ

れているのは文字通りの自由貿易体制ではなく，先進輸出国で農業保護（輸

出補助金）が温存される一方で，輸入国や発展途上国では国家的保護が次々

と緩和・撤廃されるといった不公正な貿易体制でしかない [McMichael

2005]。
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附表3-2 貿易政策・規制政策の形成過程への関与

OCargill 元副社長 Dアムスタッツ—ーーーレーガン政権下．ガット UR 農業交渉で米国提案を起

草 (cfニクソン政権下の貿易アドバイザーWビアースも当特の Cargill副社長）

Olnternational Food & Agricultural Trade Policy Council (IPC)―-1987年～

OAlliance for GA TT Now―-1994年設立，ガット UR交渉で米国議会へのロビー活動

OConsumers for World Trade (CWT) -—業界ロビー PR企業によって運営されている

が自由貿易推進を支持する旨を「非営利消喪者団体」として米国議会でも証言

Olntellectual Prope「tyCommittee ----1 986年設立， USTRを通じてガット URでの知的

所有権交渉にロビー活動 (Pfizerと IBMを中心に， Merck. DuPont. FMC. Monsanto 

など 13社で結成し，各国政府へ働きかけ）

OGlobal Industry Coalition ----1998年設立アグリビジネスや製薬企業などで構成政

府レベルのマイアミ グループとともに「国際的に合意された科学的原則」を主張予防原

則や社会経済的配慮を議定書に盛リ込むことに反対

OFood Industry Codex Coalitionー＿―-米国政府・議会を通じてコーデックス委畠会等の国

際食品規制政策過程にロビー活動。「健全な科学」論を主張。 70以上の食品企業・産業団体

で構成。主な産業団体=GMA米国食品製造業 BIO米国バイオ産業 CroplileAmerica 

米国農薬産業. NOPA米国搾油産業．等

OAgTrade Coalition ----1999年～米国政府・議会を通じて WTO農業交渉で貿易自由化を

目指すロビー活動。米国の 100以上の生産者団体．関連産業団体．主要アグリビジネス等

で構成。

OAmerican Business Coalition for Doha (ABCD) -―ーー産業横断的に米国産業利害を WTO

ドーハラウンドに反映させるためロビー活動。 200以上の米国主要企業・産業団体で構成。

Olnternational Food & Agricultu「alTrade Policy Council (IPC) ----1987年～名国政府

関係者や OECD. FAO. IBRD等の国際機関へのロビー活動に加え．政策提言やニュースレ

ターの発行等のシンクタンク機能も。設立企業 団体=ADM.Cargill. Kraft Foods. Nestle. 

Syngenta. Unilever. 米国・英国・豪州 蘭等の産業団体

Olnternational Chamber of Commerce (ICC) 

OBusiness and Industry Advisory Committee to the OECD (BIAC) 

また，現地生産・現地消費か企業内貿易かにかかわらず，世界大で資本蓄

積を図るうえで最重要課題となるのが，食品リスク評価や規格・表示等の流

通規制，知的所有権といった関連規制制度の国際的整合化である。もちろん，

彼らが要求するのは自らの利澗追求活動に抑制的な公的規制の国際的整合化

ではない。 UR合意とWTO協定が， SPS協定（衛生植物検疫措置の適用に関

する協定）， TBT協定（貿易の技術的障碍に関する協定）， TRIPs協定（貿

易関連知的所有権に関する協定）， GATS(サービス貿易に関する一般協定）

など商品貿易以外の領域に踏み込んだのは，そうした枠組みがアグリビジネ

スを含む多国籍企業の国際的資本蓄積戦略にとって必要だったからである。

そして，彼らの要求にもっとも適合的な米国基準をグローバル・スタンダー
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ドに押し上げることによって国際的な産業競争力を強化し，政治経済的覇権

の回復を企図する米国政府が，国家間関係を通じて主導的に媒介したからで

ある (12)0 

主流派経済学や産業組織論シカゴ学派は，市場原理至上主義的な立場から

企業活動と政府規制を対立的に捉え，市場機能を通じた技術革新・商品開発

の創造的展開や消費者選択の拡大を当然視し，その結果もたらされるはずの

経済的厚生の増大を阻害するとして政府規制の緩和・撤廃を主張するが，現

実には，公的規制 (regulationof business) を緩和・撤廃しても，そこには

別の規制 (regulationfor business)が現れるだけである。また，企業の最

適化活動と消費者の合理的選択の結果として市場の寡占化を捉え，これを当

然視する議論も産業組織論の中にみられる。なるほど寡占的企業（独占資本）

は市場競争の結果として生まれてきたが，市場関係における情報の非対称性

もさることながら，その市場支配力をいっそう強めて資本蓄積を推し進める

ために政治的影響力を不断に行使してきた事実が見落とされてはならない。

政策形成過程に企業利益を反映させるための手段には，①政治献金を通じ

た政党・議員への働きかけ，②ロビー活動（請願，情報提供，政策提言，法

案起草）を通じた政党・議員や政府・政府機関への働きかけ，③シンクタン

クを活用しだ清報提供・政策分析・政策提言や広告会社を利用した世論操作，

④ 「回転ドア」と呼ばれる直接的な人事交流などが含まれる [Kamieniecki

2006, Beder 2006, Nestle 2002]。

GATTやWTOの交渉過程でも， レーガン政権下のUR農業交渉で米国提案

を起草したのが元Cargill副社長のD.アムスタッツであったこと，ブッシュ父

政権でGATT米国大使を務め，その後WTO副事務局長として知的所有権問

題を担当したR.ヤークサがMonsanto担当弁護士であったことは有名である。

逆に， レーガン政権の通商代表としてNAFTAやURの交渉を主導し，ブッ

シュ父政権では農務長官も務めたC.K.ヤイターが退任後，後にDow

Chemicalに買収されるバイオ企業Mycogenの取締役に就任した例，クリン

トン政権で通商代表と商務長官を務めたM.カンターはもともと巨大企業を
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顧客とする法律事務所の弁護士だったが，退任後はMonsanto取締役に就任

するとともに， WTO交渉で米国小麦産業の法律顧問も務めた例など，露骨

な「回転ドア」の事例には事欠かない [Mattera2004] <131 o 

さらに，農業問題をはじめUR交渉で難航していた諸課題の交渉再開を働

きかけるために結成されたMultilateralTrade Negotiation Coalition (1990年）

や， WTO農業交渉で一層の貿易自由化を目指して米国政府・議会に働きか

けるために結成されたAgTradeCoalition (1999年）， UR交渉の議題に知的

所有権問題を含めるよう米国政府に働きかけ，さらに交渉過程で各国政府へ

ロビー活動を展開するためにPfizer,DuPont, Monsanto等が参加した

Intellectual Property Committee (1986年）など，数々のロビー団体がワシ

ントンやジュネーブを拠点に活動を繰り広げてきた。国連を舞台にしたロビ

ー活動も少なくない。例えば FAO/WHO合同食品規格（コーデックス）

委員会にオブザーバー参加が認められているアグリビジネスは， ときに政府

代表団の一員として参加し，恒常的なロビー団体であるFoodIndustry 

Codex Coalitionも組織しながら，その圧倒的な動員力と資金力で影響力を行

使してきた [Averyet al. 1993, Avery 1995]。その実態は， UR合意と

WTO協定によってコーデックス委員会の位置づけが著しく高められ，同じ

くオブザーバー参加の国際NGOによって会議の様子が世界中に配信される

ようになってからも変わっていない。また，環境影響の観点からGMOの国

境移動を規制するために締結されたカルタヘナ議定書 (2000年）の交渉過程

で，米国を中心とするGMO輸出国連合 (MiamiGroup)が抵抗勢力として

露骨に介入したことは知られているが，バイオ産業のロビー団体である

Global Industry Coalitionもその存在感を誇示していた [Gupta1999]。

(2) 自主規制と農業・食料ガバナンスの変容

狂牛病 (BSE)やGMO問題を機に，企業活動に対する消費者や市民社会

の関心が高まり， NGO等による監視や情報開示の取り組みが活発化するに

つれて，企業側も労働や環境，安全性，公衆衛生などの諸問題に積極的に対
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処していくことが求められるようになってきた。 OECDのFluponi[2006]は，

農業・食料の生産・流通に民間主導の管理システムや標準規格が次々と導入

され，公的な政府規制から自主規制への大きな流れが生まれていることに注

目している。実際，製品の品質管理のため導入されたIS09000.環境保全（環

境負荷の低減）も視野に入れたIS014000. 労働者の基本的権利に関する評

価基準SA8000など，民間主導の国際統一規格が農業・食品の分野でも広く

普及してきた (14)。また， Friedmann[2005] も「品質基準ー一これが近年，

社会運動，多国籍企業の食料サプライチェーン，政府・国際機関の間の関係

を再構成しつつある一ーが新たな，そして競合するフレーム， したがって

また幾つかの可能性を秘めた新たなレジームにとっては基礎を成しているよ

うに思われる」としているが， FoodEthics CouncilのMacMillan[2005] は

これを農業・食料ガバナンスにおける「公から民への主導権シフト」という

文脈で捉えると同時に，「民」における川上（供給）から川下（需要）への「主

導権シフト」という文脈にも関連づけている。

価格競争の前提に高品質による製品差別化（ブランド戦略）が置かれ， さ

らに食品リスクの管理が「農場から食卓まで」の食料供給システム全体を対

象とするIPハンドリングやトレーサビリティとして制度化されるなかで，段

階を異にするアグリビジネス間の垂直的調整の強化が重視されるようになっ

ているがそこで主導的な役割を果たしているのが大手小売企業である。そ

の影響力の大きさは小売市場が寡占化しているほど顕著となる。事実，英国

では小売市場の寡占化が年々強まっており， 2005年に 3割のシェアに達した

Tescoを筆頭に，上位4社で75%の占有率となっているため，この問題に対

する英国の研究者やNGOの関心は非常に高い [Vorley 2003, MacMillan 

2005]。寡占的な大手小売企業の強みは， POSシステム等を活用した消費者

購買行動に関する情報の掌握にある。こうした情報技術を中心とする流通イ

ノベーションによって，生産者から消費者までを結ぶサプライチェーンを一

元的に管理し，業務効率を高めるための経営戦略 (SCM:Supply Chain 

Management)が飛躍的に発達してきた。
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消費者の動向に敏感な小売企業はSCMを通じて食品安全性や倫理的調達

を確保するために，それぞれのやり方で規格化や認証取得に取り組んできた

が，そのための取引費用は決して小さくない。そこで最低品質基準を確保

するために標準規格と認証手続きを共同で設定し，取引費用の削減と流通の

効率化を図ることが要請されてきた。その一つが，欧州の大手食品小売業者

で構成されるEUREPが1997年に作成し， 2002年から本格的に始動した認証

制度EurepGAPである。これは食品安全性と環境影響に配慮した適正農業規

範GAPを推進するためのものでそのプロトコルには総合的作物管理ICM

や総合的病害虫管理IPM,品質管理システムQMS等が含まれる。もう一つは，

国際食品小売業団体CIESが2000年に起ち上げたGFSI(Global Food Safety 

Initiative)である。 EurepGAPが適正農業規範GAPに重点を置いているのに

対し， GFSIの取り組みは適正製造規範GMPと適正流通規範GDPも包含し，

文字通り「農場から食卓まで」の全工程を通じて食品安全性を確保すると同

時に，政府規制の領域とされてきた労働基準や環境基準の遵守も目指されて

いる。 Fluponi[2006] は，寡占的企業を主体とする業界組織が先制して標

準規格やルールを設定することで，結果的に政府規制のあり方に大きな影響

を及ぼす可能性を指摘している。

製品と流通のイノベーションを通じたSCMの確立については，産業組織

論を中心に数多くの実証的・理論的研究が進められてきたが，そこで欠落し

ているのは，こうしたSCMの徹底が末端の原料供給者である農業生産者に

いかなる影響を及ぼすのかという視点である。原料供給者に対するアグリビ

ジネスのバイイング・パワーは，何よりも納入価格の引下げ圧力となって発

揮される。 SCMがどれほど洗練され，商品開発と品質管理の目的に「安全・

安心」や「エコロジー」といったコンセプトが反映されようが，そうした非

対称的な関係は基本的に変わらない [Tallontire& Vorley 2005]。そもそも，

これら自主的な規格標準化の動きは，業界全体として取引費用の削減と流通

の効率化を実現しつつ消費者の信頼を回復することを目指しているのであっ

て，品質・価格・サービス・品揃え等をめぐる寡占的企業間の競争を排除す
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るものではない。そうした状況下で設定された標準規格や認証手続きが，結

果的に原料生産者を選別し，それに堪え得ない規模と技術しか有しない中小

零細な農業生産者の排除につながることが懸念される。 Fluponi[2006]が

OECDに対して，代替的なマーケティング戦略の構築にせよ，主流のサプラ

イチェーンヘの統合にせよ，そうした生産者を支援する役割を政府が担う必

要性を問いかけているのは故なしとしない。

(3) 「企業の社会的責任」と自主的な企業行動規範

MacMillan [2005]やFluponi[2006] をはじめ，大手小売企業が「規制

主体」として台頭してきた状況に注目する議論が多いが実際には大手小売

業界だけでなく食品加工業界でも自主規制の流れが強まっている。例えば，

NestleがDanone,Unileverとともに2002年に起ち上げた「持続的農業イニシ

アチブ」 (SAI:Sustainable Agriculture Initiative) は，現在ではKraftや

Dole Food, Sara Lee, Coca-Colaなど米国系の多国籍アグリビジネスを含む

20社にまで拡大し，穀物，コーヒー，乳製品果実野菜，パームオイルの

各作業部会を通じて活動している。その活動原則には，①品質と安全性の改

善に資するイノベーションを通じた食品安全性の確保，②効率的生産に資す

るイノベーションを通じた農業資源と外部投入財の削減ならびに持続的な食

料供給の確保，③動物福祉や自然環境の改善と保全，④営農支援を通じた地

域コミュニティの社会経済的条件の改善などが含まれる。これは小売主導の

自主規制とは異なり，取り扱い農産物の規格標準化や流通・加工工程におけ

る管理方式の策定を具体的に目指しているわけではないが，各企業の活動実

践の蓄積と交流を通じて， 自主的な企業行動規範の確立と食品産業全体の社

会的評価を高めることを企図したものとして注目される。

こうした企業行動規範をめぐる動きは一般に「企業の社会的責任 (CSR:

Corporate Social Responsibility)」として議論されており，主要な多国籍企

業はほぼ例外なく，事業戦略の中にCSRを位置づけるようになっている (15)0 

2000年にそれぞれ改訂された国際労働機関ILOの「多国籍企業及び社会政策
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に関する原則の三者宣言」 (1977年採択）やOECDの「多国籍企業ガイドラ

イン」 (1976年採択）， 1999年に国連アナン事務総長（当時）が提唱した「国

連グローバル・コンパクト」，国連人権委員会で議論されている「多国籍企

業行動規範（案）」 (2003年小委員会採択）をはじめ，国際的にCSRの考え方

を制度化する動きが強まっているが，基本的には企業側の自主的なイニシア

チブに依存するものである。多国籍企業と労働組合との間で締結し，企業側

に中核的労働基準 (16)の遵守を確認し，原料供給業者も共同監視の対象に含

める「国際枠組み協約」 (IFA: International Framework Agreement)が近

年増えており，アグリビジネス分野でもCarrefour, Chiquita, Danone, 

Fonterraがリストに名を連ねているが，これも法的義務を負う政府規制では

ない
(17) 

CSRを「利澗の極大化，顧客の満足，株主価値の拡大だけでなく，社会的

存在としての企業の役割を強調する視点」と定義する議論が少なくないが，

CSRの本質は「企業の自主性」にある [ChristianAid 2004, Blowfield & 

Frynas 2005] (is)。実際 CSRの広範な普及は1980年代以降の新自由主義的

な規制緩和・民営化の流れと軌を一にしており，政府規制 (regulationof 

business) の緩和・撤廃と，グローバルな資本蓄積戦略に適合的な制度

(regulation for business)の国際的整合化を推進してきた多国籍企業によっ

て積極的に採用されている [Jenkins2005]。Blowfield[2005]はより明確に，

「CSRは企業が折り合いをつけられる事項に限られている」ため，それが社

会的諸課題に積極的に取り組んでいる場合でさえ，達成すべき社会的目標と

の間に大きな溝を生まざるを得ないと指摘している。 CSR概念を無批判に受

け入れるのではなく，一つの言説として相対化し，その理念と実態とを照ら

し合わせながら実証的・批判的に評価していく必要があるだろう。例えば

Christian Aid [2004]は多国籍企業がCSRを推進する経済的動機として，

社会的イメージの改善，投資家へのアピール， NGOによる批判キャンペー

ンの懐柔法的拘束力のある規制の回避 (19) などを列挙しながら，現にCSR

を掲げる多国籍企業が国家的・国際的規制の届かない途上国農村社会で依然
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として行っている企業活動の実態を暴露し，痛烈に批判している。また，世

界保健機関WHOで2004年に採択された「食生活・身体活動・健康に関する

グローバル戦略」が食品産業の役割を重視しているのを受けて，主要多国籍

食品企業25社のCSR活動を検証したLangら [2006] は， CSR報告書の大半

が自己宣伝の域を出ておらず，客観的で独立した監査も受けていないなど不

十分な内容であり，総じて公衆衛生における社会的責任が「真剣に受け止め

られていない」と結論している。

要するに，社会的公正を実現するためには，企業の自主規制に専ら委ねる

のではなく，企業活動を法的に規制する仕組みを国際的にも国内的にも確立

していくことが依然として必要だということである。地球環境問題や食品安

全性問題を含む「環境主義」の高まりに対する多国籍企業の対応を詳細に分

析したJansen& V ellema [2004] は，開発や規制をめぐる「国家主導型vs

市場主導型」という古典的二分法を退けるとともに，エコロジー的近代化論

でも肯定的に受け止められている「自主規制と環境ビジネスの考え方に立脚

した企業の環境主義対応」の限界を指摘する。そして，企業規制の新たな形

態を国家・企業・社会運動の力関係において把握し，公的規制の適切な導入・

執行と市民社会運動による不断の圧力とを切り結んだ公的・市民的規制

(public and civil regulation)が追求されなければならないと主張している。

4. アグリビジネスの「社会的責任」と新たな対抗軸の形成

(1) アグリビジネスのオルタナティブ市場への参入

本来は人間と自然の関係性（生産者と生態系，消費者と食品）および人間

と人間の関係性（生産者と消費者）を再構築するためのオルタナティブとし

て取り組まれてきた有機農業やフェアトレードなどの分野にも，製品差別化

戦略や企業イメージの向上を図る「社会的責任」方策のために，多国籍アグ

リビジネスの参入が相次ぎ，それぞれの品質管理要求に対応したSCMの確

立がこの分野でも強まっているだけに，農と食をめぐる対抗軸は錯綜し，見
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えづらくなっている [Barrientos& Dolan 2006, Nicholls & Opal 2005]。こ

れを単に「ポスト・フォーデイズム」や「フレキシブルな生産・流通システ

ム」などの概念で装飾するだけではなく，「資本による農業・食料の包摂」

の今日的定在として位置づけながら，その裏側にある生産関係の諸矛盾を析

出していくことが喫緊の課題となっている。

① CSR認証と倫理的調達： Chiquita等

世界のバナナ市場はDoleFood, Chiquita, Del Monte等の青果物メジャ

-5社で8割以上を支配する熱帯農産物に典型的な寡占市場であるが， 1990

年代に入ると過剰生産基調が強まり，過当競争と価格低迷に苦しむようにな

った。さらに，旧植民地ACP諸国（アフリカ，カリブ，太平洋諸国）から

の輸入を優遇する割当制度である欧州バナナ市場規則が1993年に導入された

ため， Chiquitaのロビー活動によって米国と中南米諸国が1996年にEUを

WTO提訴するに及んだ。 1997年の紛争パネル裁定で敗訴したEUが勧告実施

案を提示するも申立国に受け入れられず， 1998年には米国が通商301条に基

づく制裁措置を発動するなど「バナナ戦争」の様相を呈したが， 2001年に合

意が成立し， 2006年からの数量割当関税化が約束された。しかし，それまで

同規則が事実上継続されることになるため， Chiquitaは直ちに欧州委員会に

対する損害賠償請求を起こしたが， 2005年の判決で同社の主張は認められな

かったという経緯がある。この過程で，各社とも直営生産から委託契約生産

(outsourcing)への転換や生産拠点の再編統廃合を通じて，低迷する市況に

対応してきた。さらに，欧州バナナ市場規則を受けて， DoleとDelMonteは

欧州諸国やACP諸国への直接投資を増やすなどの対策を講じたが，ロビー

活動と裁判闘争に明け暮れたChiquitaは欧州市場での競争に遅れをとってい

た。そこで，挽回を図るために同社が重視した戦略が，消費者と小売業者を

対象としたマーケティングの強化であった。

Chiquitaはまず中南米のバナナ栽培における環境負荷問題に対処するため，

1995年に環境保護団体RainforestAllianceと共同でBetterBanana Projectを

開始した。さらに， 2000年からCSR報告書を発行し，同年に定めた企業行動
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基準に基づいて， 2005年末までに中南米のすべての直営農場でSA8000と

EurepGAPの取得を目指してきた。 2001年には産業界， NGO, 労働組合等

で構成する「倫理的貿易イニシアチブ」 (ETI:Ethical Trading Initiative) 

に加わるとともに，アグリビジネスとしては初となる「国際枠組み協約」を

国際食品労組連合会IUFおよびバナナ労組ラテンアメリカ連絡会COLSIBA

との間で締結し，中核的労働基準の遵守を約束した。同社CSR報告書による

と，環境認証やSA8000認証の取得をはじめとする数々の社会的責任イニシ

アチブの背景に，企業イメージの向上や商品差別化を通じた市場シェアの確

保労使関係の改善を通じた経営リスクの回避といった戦略的判断があった

だけでなく，重要な顧客である欧州を中心とする小売業者から社会的・環境

的側面での企業行動に厳しい要求があったという [Riisgaard2005]。

こうした動きはそれ自体として高く評価されて然るべきであるが，すでに

DoleやDelMonteもSA8000やIS014001,EurepGAPの取得を済ませており，

CSRに基づく商品差別化を前提とした過当競争が始まっている。 2005年の国

際バナナ会議で報告したVande Kasteele & Van der Stichele [2005]は，

企業経営において「コスト削減といっそうの再編合理化が重視されているこ

とを鑑みれば労働条件は依然として厳しい切り下げ圧力を受け続け，結果

的に労働争議を惹起することになるだろう」と指摘する。実際，英国におけ

るバナナの平均小売価格 1ポンドに対して，小売業者が40ペンス，流通・熟

成業者が17ペンス，貿易業者が31ペンス，農場所有者が10ペンス，そして農

場労働者はわずか1.5ペンスを受け取るだけといった経済的実態 [Vorley

2003]は取引業者や小売業者がCSR関連の認証を取得することによって改

善される保証はない。むしろ，品質管理の強化にともなう追加費用や取引費

用が増大しているにもかかわらず，寡占的小売企業はサプライチェーン全体

のコスト削減を要求し，それは寡占的流通・加工企業を経由して，農業生産

者や農場労働者にしわ寄せされるおそれがある [Tallontire& Vorley 2005]。
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②有機食品ビジネスの拡大： Wal-Mart, Kraft Foods等

消費者の環境問題や食品安全性，健康，栄養への関心が高まるにつれて，

有機食品市場が急速に成長してきた。 2006年の販売総額は2000年の約180億

ドルから倍増して約386億ドルに達した。このうち，欧州諸国が52%にあた

る200億ドル（ドイツ46億ドル，英国28億ドル，イタリア19億ドル，フラン

ス17億ドルなど），米国が41%にあたる160億ドルとなっている。もちろん，

農業総生産に占める割合はまだ小さい。 2006年の統計によると，有機認証さ

れた農場は米国でわずか0.5%にとどまり， EUでも 1992年共通農業政策やア

ジェンダ2000などを通じて有機農業の振興に多額の補助金を投入してきたが，

オーストリアの13.0%, スイスの11.8%, イタリア9.0%, ギリシア7.8%など生

産を順調に拡大している国がある一方，主要国ではドイツ4.8%, 英国3.8%,

フランス2.0%などとなっており， EU27カ国平均で4.0%にとどまっている

[Willer et al. 2008]。それでも，市場規模は年10数％という伸び率で急速に

拡大を続けており，飽和化し過当競争が厳しくなっている先進国市場で数少

ない成長産業となっている有機食品に，巨大食品企業が次々と参入してきた

のは驚くことではない [Sligh& Christman 2003]。

有機農産物や有機食品は当初，専門店や直接販売を通じて消費者に購入さ

れていたが，認証制度や表示規則が整備され，市場規模が拡大するにしたが

って，一般小売店でも販売されるようになってきた。米国では1998年に31%

だった一般小売店での販売が2003年までに44%に増えた。 EU諸国では国ご

とに差があるものの， 8割を超えるデンマークや英国をはじめ，多くの国で

有機食品の相当部分が一般小売店で販売されている [Dimitri& Oberholtzer 

2005]。こうした傾向が続くなか，廉売型巨大小売企業の代表格 (20) である

Wal-Martが2006年3月に有機食品ビジネスヘの本格参入を発表した。同社

の狙いは「割高の有機食品や自然食品を購入できない低所得層」にあるが，

有機食品の低価格化を推し進め，米国内だけで約3,400店舗，海外を含めて

6,000にも及ぶ店舗で多種多様な商品を周年販売するためには，当然，中南

米や中国などから有機農産物輸入を拡大することが前提となる。
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巨大小売企業だけでなく， GeneralMills, Danone, Kellogg, ConAgraな

どの巨大食品企業も 1990年代末頃から次々と有機ビジネスに参入してきた。

1999年に資本参加したHainCelestialを通じて有機食品企業のM&Aを繰り広

げているHeinzも有力である。象徴的だったのは， Nestleに次ぐ巨大食品企

業で，タバコ会社PhilipMorrisとともにAltriaグループを構成するKraft

Foodsが2000年にBoca(有機大豆バーガー）を， 2004年にBackto Nature (有

機シリアル）を買収し， Coca-ColaまでがOdwalla(有機ジュース）を2001年

に買収して有機ビジネスに名乗りを上げたことである。

有機農業・有機食品の価値が広く認知され，多種多様な商品が手頃な価格

で購入できるようになることを歓迎する向きも一部にあるが，次のような問

題も少なからず指摘されている [Cooper& Adamick 2006, Weeks 2006]。

第1に，有機農産物貿易の拡大は，一方で食材の季節感や地域性をなくし，

他方で遠隔流通ゆえの環境負荷をもたらす。第 2に，有機食品のアイテム拡

大は，例えば有機原料の人工甘味料 (HFCS)や有機原料のジャンクフード

までも含む。つまり，従来型フードシステムの「悪い側面をそのまま映し出

す鏡」にすぎないのではないかという疑問である。第 3に，低価格化＝コス

ト削減圧力は，現に業界団体がロビー活動を展開してきたように有機認証基

準の緩和（変質）要求につながると同時に (21)' 「規模の経済」を発揮でき

ない独立系の専門企業や中小家族経営の淘汰を招くおそれがある (22)。総

じて，有機農業・有機食品を通じて目指してきた理念からの乖離・逸脱が懸

念されている。

③フェアトレード商品の販売： Nestle, Starbucks等

消費者の関心は環境負荷や食品安全性，公衆衛生をめぐる問題だけでなく，

農業・食料をとりまく社会的諸条件， とりわけ南北間の不公平・不公正な農

産物貿易と途上国農業開発のあり方にも及び，それに対置する公平・公正な

貿易を通じて，農産物輸出に依存する途上国生産者と農村社会の社会経済的

自立を目指す取り組みが世界各地に広がってきた。そうした運動を組織する

団体によって定義に違いはみられるものの，一般的には「国際取引を通じて
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より大きな公平性を追求する，対話・透明性・尊重に基づく交易パートナー

シップで特に途上国の生産者や労働者により良い交易条件を提示し，彼ら

の権利を保障することによって，持続的発展に貢献することを目指す」もの

がフェアトレード (FT) とされている。池上 [2004] によると， FTの歴史

は戦後主に慈善団体によって始められた途上国の自立支援のための製品輸

入に遡ることができるが，英国Oxfam(1964年）やオランダFairTrade 

Organisatie (1967年）の設立を機に世界的に注目されるようになった。

1970~80年代には，女性の自立や自由貿易批判といった理念を掲げる社会的

連帯運動が合流し，「途上国生産者との顔の見える提携」が重視されるよう

になった。英国TWINや日本ネグロス・キャンペーン委員会，米国Global

Exchange等が設立されたのもこの時期である。さらに1980年代末~90年代

を通じて，個別の取り組みをネットワーク化し，認証ラベルを導入して「FT

商品の市場拡大」が目指されるようになった。その嘴矢となったのが， 1988

年のオランダMaxHavelaarマークの発行であり，翌89年には国際オルタナ

ティブトレード連盟IFATが結成された。さらに， EFTA(ヨーロッパ，

1990年）やFairTrade Federation (米国 1994年）など各国・地域の連合

組織も次々と設立された。 1997年には国際フェアトレード・ラベリング機構

FLOが設立され，国際的に統一された認証ラベルが誕生した。フェアトレ

ード・ラベル・ジャパンやTransfairUSAも， FLOラベルを管轄する国レベ

ル組織として活動している。 FLOによると， 2007年の販売額は23.8億ユーロ

（約32.6億ドル，最近5カ年で年平均40%増）に達し，うち米国7.3億ユーロ，

英国7.0億ユーロ，フランス2.1億ユーロ，スイス1.6億ユーロ， ドイツ1.4億ユ

ーロなどとなっている。品目別の取扱量をみても， 2002~07年にコーヒーで

3.9倍、紅茶で4.3倍、カカオで4.4倍、バナナで6.4倍の増加を記録した。

ところが， FTに対する評価は運動を担う団体や個人の間でも一様ではない。

第 1に， FT商品の市場拡大がビジネスとして追求されるあまり，認証基準

の機械的適用と過剰な要求が多様で複雑な現地の諸条件と麒甑を来すおそれ

が指摘され，本来の「顔の見える関係」が疎かにされる傾向が生じてきたた
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めである [Renard2003, 池上 2007]。第 2に，不公平・不公正な国際取引

の責任を問われている多国籍アグリビジネスがFT商品を導入し始めたから

である [Dicum2006]。例えば 2000年にStarbucks,2003年にMcDonald's

SwissとDunkin'sDonutsがFTコーヒーの採用を開始した。イオングループ

(2004年）やCostco(2005年）などの大手小売企業でもFTコーヒーが販売さ

れるようになった。さらに2005年， NestleがNescafePartner's Blendの販売

を表明するに及んで， FT認証のあり方に疑問が投げかけられるようになっ

た［堀田 2006]'23)0 

FTの意義が広く認知され， さらなる市場拡大を通じてより多くの途上国

生産者と先進国消費者にFTへの参加機会を保証することにつながるとして，

多国籍企業の参入を歓迎する声も聞かれるが，特にNestleに象徴されるよう

に，Partner'sBlend Coffeeは同社の1,000を超えるブランド（約8,500アイテム）

の一つにすぎず， しかも粉ミルクをめぐる不買運動や水資源乱開発・児童労

働・不当労働行為等に対する裁判闘争が世界各地で続けられているさなかの

「社会的責任」アピールであるだけに， BabyMilk Action [2005]をはじめ

数多くの市民社会組織が批判を強めている (24)。Nestle自身これまで「市

場原理に反し，供給過剰にあるコーヒー等の需給バランスを悪化させる」と

してFTを批判してきた経緯もある。実際寡占的企業間でFT商品の価格競

争が生まれ，認証に必要な記録保管・記帳等の追加労働や追加費用の負担に

堪えられないような条件不利な産地や中小零細な生産者が排除されるのでは

ないかとの懸念が高まっている [Tallontire& Vorley 2005, Getz & Shreck 

2006]。

(2)新たな対抗軸の形成をめざす取り組み一むすびにかえて一

農業・食料の工業化とグローバル化が進み，生産から消費に至る各所でも

たらされる諸矛盾が顕在化する中で，それに対する対抗軸をどこに見定める

かが理論と実践の両面で模索されている。欧州を中心とする農村社会学や農

業地理学ではAlternativeFood Networkという概念が注目されているが，そ
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れが含意する内容は一様ではない [Rentinget al. 2003, Goodman 2003]。

そうした対抗戦略における重要概念の一つが「品質」である。品質は技術的・

定量的に処理可能な指標によって無媒介に定義されるわけではなく，コンヴ

ァンシオン理論が説明するように，関係当事者間のコミュニケーションや取

引を通じて形成される合意（＝規格，商標，認証など）によって規定される

ものである。安全性という品質をとってもその技術的・定量的な評価基準

はやはり社会的・政治的なプロセスによって調整されていることを見落とし

てはならない (25)。健康食品や有機農産物， フェアトレード商品もそうした

品質を体現している。だが， もともとフォーデイズム的な農業・食料システ

ムヘの対抗軸として始められ，市場では処理しきれない規範的・運動論的な

意味を当事者間の合意と信頼（家内的調整）によって当該産品の品質に付与

することで成り立っていた有機農業やフェアトレードが，社会的に広く認知

されることによって市場取引を拡大し，さらにそれに見合った規格や認証の

制度化・標準化・グローバル化（工業的調整）を要請するに至ったことは先

に考察した。品質自体を対抗戦略の論理として位置づけることは， したがっ

て「両刃の剣」であるといえよう。もちろん，品質は社会的・政治的に操作

可能である以上，そこに込められていた社会的関係性を再確認し，規範的・

運動論的な品質を公的に正当化（公民的調整）する道は残されている [Renard

2003]。

工業化・グローバル化に対抗するもう一つの対抗軸は「ローカル化」であ

る。欧州委員会が導入した原産地名称保護PDOや地理的表示保護PGIのよう

な地域特産品のブランド化も地域性 (locality)を強調した対抗戦略であるが，

すでに品質認証システムとして制度化・標準化されており，上述と同様の問

題は避けられない。つまり，地域農業・農村社会の活性化という視点が弱ま

り，国内での産地間競争， さらにはグローバル市場でのブランド競争を誘発

するとすれば，厳然として存在する地域間の不均等性を社会的に補正する措

置がとられない以上，農業・農村の全体的な底上げにはつながらないだろう。

農業・食料の工業化・グローバル化への対抗軸として地域性が強調される場
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合，それを「食と農のあるべき姿を見つめ直し，生産者と消費者の提携や，

地域に根ざした食生活・食文化の見直しを進める」運動，「工業化・グロー

バル化によって分断された農業生産者と消費者の関係を， より接近した『顔

の見える関係』に再構築する」運動という文脈で理解することが重要である

［松原 2004]。

そのような取り組みとして，第 1に，都市の公共空間で農業生産者が消費

者に直接販売する多様な形態の「市（いち）」を意味するファーマーズ・マ

ーケットがあげられる。世界中で古くから取り組まれていた販売形態であり，

必ずしも今日の工業化・グローバル化に対抗することを目指しているわけで

はない。それでも，スーパーマーケットが成長し大規模広域流通が支配的に

なるにしたがい一度は廃れてしまった国や地域でも， 1990年代を通じて脚光

を浴びるようになった背景には，生産者と消費者の間で農と食のあり方を見

直す機運が高まったことがある (26)。

第2に， 日本にも積極的に紹介されているように，米国では1990年代から

地域支援農業 (CommunitySupported Agriculture: CSA)が急速に広がっ

てきた。しかし，地域の生産者と消費者を結びつけ，地域コミュニティの経

済的・社会的な活性化と農地の保全をめざすといった基本的な考え方は，わ

が国で1970年代から生産者組織と消費者組織との間で取り組まれてきた産消

提携や生協組織を中心とする産直運動 (27) に遡ることができ，同じ頃にスイ

スやドイツでも同様の取り組みが進展していた [LocalFood Works n.d.] <23l 0 

産直提携の場合，地理的な意味での「地域」に限定されておらず， したがっ

て厳密には「地産地消」に括られないものもあるが，生産者と消費者の「顔

の見える関係」が追求されるかぎり， CSAと同じカテゴリーに含めて差し

支えないだろう。最近では学校給食を舞台に，食育活動を通じた食生活の見

直しとともに，農業体験や地場農産物利用を通じて地域農業の活性化もめざ

されている［根岸 2004]。また，遺伝子組換え作物の輸入が開始されたのを

機に， 日本型食生活の中心作物であるにもかかわらず4%という低い自給率

の大豆に関心が集まり， 1998年に「遺伝子組換え食品いらない！キャンペー
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ン」によって大豆畑トラスト運動が開始された。 GMOと国産大豆を切り口

にしながらも，地域の農業と食文化を守り，さらには食料主権の確立をも展

望している点で注目される［小野 2005]。

第3に，地域の食文化と食生活の見直しをめざす運動は，今や世界的に大

きな流れとなりつつある。その契機となったのが， 1986年にイタリアで始ま

ったスローフード運動である。イタリア余暇・文化協会を母体にした小さな

運動が， 1989年と2003年の国際大会を経て，今では104ヵ国約8万人の会

員を擁するまでに発展している。スローフードは地方や地域に息づく多様

な食を認め合い愉しむことを出発点に，①食の源となる種の多様性を守るこ

と，②生産者と消費者がより緊密な関係を結ぶこと，③味覚の教育を行うこ

とを「使命」に掲げている。それは豊かな消費者による「美食の追求」では

なく，先進国から途上国まで世界各地の多様な食文化を守り，食づくりに携

わる人々の体験や問題を共有するためのシンポジウム (TerraMadre) を

2004年から隔年で開催するなど，農と食のあり方に対してグローバルな視点

からも問題提起を行っている。なお， 日本では世界的なスローフード運動へ

の合流とは別に，早くも 1981年に大阪市で発足した「伝統食を考える会」を

中心に地道な活動が展開してきた事実を忘れてはならない［渡邊 2004]。同

会の運動が全国的に注目を集めたのが， 1988-89年に米国が食料戦略の一環

として全国を縦断した宣伝列車「アメリカン・トレイン」に対抗して， 92年

に第 1号を走らせた「伝統食列車」である。 2006年12月には第16号列車（実

際にはバス）が沖縄を走っている。

第4に，国際標準化された認証に必ずしも頼ることなく，途上国の生産者

と農村コミュニティを「顔の見える関係」において支援しながら，先進国市

場での普及に努めているフェアトレードの事例も少なくない。日本でも，

1987年に始まった日本ネグロス・キャンペーン委員会JCNCの活動を基盤に

生協や有機農産物の販売グループ，市民団体が共同出資して設立した貿易会

社オルター・トレード・ジャパンAT]が，バランゴンバナナ，エコシュリン

プ，東ティモール産コーヒー，パレスチナ産オリーブオイルなどを取り扱っ
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ているが，「南の生産者と北の消費者の連帯協働」を基本システムとする同

社の活動を表現するために，フェアトレードという一般的な用語とともに「民

衆交易」 (peopleto people trade) という名称にこだわりを見せている［堀

田2006]。

松原 [2004]は，これらの取り組みに共通する視点を「関係性」「自己決定」

「パートナーシップ」として整理している。「関係性」とは，「食べ物を通じ

て『人と人』『人と自然』『人と社会』との関係性を問い，市場の中で，ある

いは市場以外の場を通して生産者と消費者との直接的関係を再構築」するこ

と，あるいは「生産者と消費者が『共生できる関係』を追求」することを意

味する。「自己決定」とは多国籍アグリビジネスによる農業・食料支配と

市場独占が強まり，多様で実質的な「選択の自由」が奪われる中で，生産者

と消費者が「食についての自己決定」ができる条件と力量をいかに取り戻す

かということである。そして，世界各地の中小農業生産者，農業労働者，農

村女性，先住民など諸団体の国際ネットワーク組織として1993年に設立され

たViaCampesinaに象徴されるように，対抗軸として強調されている「地域性」

を地域主義や仲間内主義に矮小化するのではなく，新自由主義的なWTO貿

易ルールと多国籍企業の支配というグローバルな問題に立ち向かいながら，

「食料主権」をスローガンに各国・各地域の食と農に関わる諸課題に連帯し

て取り組んでいくことが求められている。これを言い表したのが「パートナ

ーシップ」である。

オルタナティブな取り組みが， CSRという新たな装いを凝らしながらもエ

業化・グローバル化に邁進する現行の農業・食料システムをどこまで変革し

うるかは楽観できない。つまり，対抗論理としてのオルタナティブは，たん

に「資本による包摂」を受けていない領域でそれぞれ別個に「ニッチ」を追

い求めるだけでなく，そうして確保された「陣地」を横断的に守り広げなが

ら，さらに国内的・国際的な政治過程に影響を及ぼし，政策とシステムの転

換へと結びつくものでなければならない。市場を通じた自主規制が民間主導

で進められ，オルタナティブをめざす社会的対抗運動の要求（市民的規制）
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をも取り込む勢いである。 Jansen& V ellema [2004]が強調するように，

市民社会運動による不断の圧力と切り結んだ公的規制がいかなる形で導入さ

れ執行されるかがカギとなる。逆に，適切な公的規制を実現し．システム転

換を展望しうる政策を要求するような社会的対抗運動として．オルタナティ

ブな取り組みが位置づけられることがカギとなる。 Allenら [2003] は，オ

ルタナティブな取り組みが必ずしもシステムの「地殻変動」を引き起こすも

のではないことを，既存の全体構造と農業・食料システムを前提する「代替

的 (alternative)」で個別主義的な取り組みと，それらの転換を志向する「対

抗的 (oppositional)」で世界主義的な取り組みとを概念的に分けながら説明

している。 Magdoffら [2000] も，「現行の資本主義制度を手直しすることで．

もっと環境にやさしく理にかなった人間味あふれるフードシステムを築くう

えで必要とされる諸々の改革を，現実に期待できるのだろうか」と問いかけ，

そうした改革が「資本主義のまさしく岩盤にまで及ぶもの」「社会の全面的

改革を必要とするもの」であることを確認しつつ，それゆえに「農業経営者，

農業労働者，環境保全グループ，持続的農業グループ，そして消費者の間で

の協調関係を妨げる，大きな障壁がいまなお伏在している」と注意を喚起し

ている。したがって対抗軸をどこに見定めようとも，「国家，企業，社会

運動，そして市民が．私的機関公的機関自発的に組織された諸機関の間

での権力配分をめぐって闘争する，新たな政治の時代」が到来した今，「食

料や農業にとっても，また，あらゆるスケールでのガバナンスを再構築する

ためにも，カギとなる問題は民主主義」 [Friedmann2005]であり，広範な

利害関係者を「政治的な空間」に引き込む努力が不可欠となっている。

注

(1)「アグリビジネス」は本来，農業関連産業を包括して表現する概念であるが，

個別の，特に大手の農業関連企業を指す場合も少なくない。また，農業生産

財部門や農産物原料の流通・加工に携わる企業だけでなく，川下の食品加工

企業や小売企業も含めるために，「アグリフード・ビジネス」を用いる場合も

あるが，本章では農業・食料関連企業およびその集合体（業界）を意味する
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ものとして「アグリビジネス」概念を用いる。

(2)例えば， J.トレイジャー『穀物戦争』 (1975),Sジョージ『なぜ世界の半分は

飢えるのか』 (1980),F. ラッペ&J. コリンズ『食糧第一』 (1982),J. ウェッセ

ル『食糧支配』 (1984) などがある。

(3)長らく「見えない巨人」とされてきた世界最大規模のアグリビジネスCargill

の実態を明らかにしたKneen[1997]は，翻訳ながらも中野らの研究グループ

にとって数少ない挑戦であった。その後，久野 [2006a] によってNestleが．

関根 [2006a,2006b]によってDoleの事業戦略が分析されている。大塚 [2005]

も．時々の市場環境や政策環境に対応しながらわが国の食料輸入に中心的な

役割を担ってきた総合商社や食品企業を中心にその事業戦略の展開を詳細

に追いかけた労作である。

(4)後段の考察で個別企業に関する情報が数多く参照されているが．特に断りが

ない場合，基本的に各企業の年次報告書や記者発表資料などに依拠している。

(5)関下 [1987] は，多国籍アグリビジネスの途上国進出は, FAOや世界銀行な

どの国際機関や地域開発銀行．米国の政府援助・ 融資機関と「歩調をそろえ

て進めておりその具体的な結合関係を明らかにすることは，国独資の国際

体制を解明するうえでも重要な手がかりとなろう」 (p.267) と指摘していたが，

この分野の研究は必ずしも進展していない。その後， Hisano[2004]がバイ

オテクノロジーの国際規制をめぐるOECDと国際産業団体の役割, Hisano 

[2005]では途上国への技術移転をめぐる国際援助機関と国際産業団体の役割

をさらに池島 [2007]が今日の国連と多国籍企業とのパートナーシップの

先例となった1960-70年代のFAO産業協同プログラム (ICP) の経緯と実態

を詳細に分析している。

(6)世界システム論やレギュラシオン理論から取り入れた諸概念の整合性，資本

主義の危機論的な段階把握の妥当性に議論の余地は残されているが，わが国

でも一部の論者が「国家独占資本主義的帝国主義段階から多国籍企業帝国主

義段階への移行」と捉えているように， 1980年代以降の新自由主義的グロー

バリズムとWTO体制下の農政転換によって急速に進む世界農業市場の再編過

程を歴史的・構造的に把握する概念としては有効であろう。

(7) Goodman et al. [1987]は．化学肥料やハイブリッド種子など農業生産過程の

各要素を分断して工業的生産過程に組み込み，その製品を農業へ再投入する

ことによって農業の自己完結性と自然制約性を克服し，資本蓄積領域の拡大

を図ってきたプロセスを「占有主義 (appropriationism)」．動物油脂を植物油

脂に，砂糖を異性化糖に置き換えるなど．原料の多角化・代替化を進めるこ

とによって特定原料に依存した硬直的な需給構造を克服し．同時に資本蓄積

領域の拡大を図ってきたプロセスを「代替主義 (substitutionism)」という表

現で概念化した。こうした「農業の工業的転換」プロセスにおける農業科学
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技術の決定的役割は明らかである［久野 2002b: 21-24]。

(8)中国は1992年，ブラジル・アルゼンチン・メキシコは1994年，インドネシア

は1998年に投資自由化に踏み切った。

(9)株式の一部をコンソーシアムFertifosで保有していたが， Bungeは2003年まで

にFosfertilの11% . F ertifosの53%(残り 33%をCargill, 12%を2006年にYara

が買収したFertibrasが保有）を取得し，最終的にFosfertil本体を買収する計

画が2006年末に報じられた。

(10) Bonanno [2004]は，「グローバル・ポスト・フォーディズム」の下で影響力

を失った労働運動を中軸とする伝統的左翼に代わって，環境保護運動や消費

者運動に代表される「新社会運動 (newsocial movements)」が多国籍企業と

グローバリズムに対する主たる対抗勢力として台頭し，資本にとって価値実

現の場でもある「消費」を舞台に民主主義をめぐる政治的闘争が繰り広げら

れるとする。これは「政治的消費者主義 (politicalconsumerism)」という概

念を提示したMichelettiら [2004]の議論とも通ずるが， Bonannoは特に農業・

食料分野での妥当性を強調している。

(11)これ以外の「高齢化対応」や「ポーション・コントロール」も消費者ニーズ

の多様化に積極的に対応しようとする食品業界の姿勢の表れである (Food

Processing, July 10, 2006)。
(12)久野 [2002a]は，このような「資本の総括者としての国家」の機能に着目し，

農業バイオテクノロジー産業のグローバル化を媒介する規制政策の国際的整

合化プロセスに考察を加えた。

(13)この他， GMO規制をめぐる「米国基準」の形成に関わる問題として，ブッシ

ュ父およびクリントン政権下でFDA政策担当副次長とUSDA次官補を歴任し，

Monsanto開発製品の「規制」に直接関与していたM.R.テイラーが同社の元顧

問弁護士であった例をはじめ， Monsantoをはじめとするバイオ企業とFDAや

USDA等の規制担当省庁との間の「回転ドア」が数多く報告されている［久

野 2002b:172-173, 205]。

(14)さらに食品安全管理のための包括的な国際規格IS022000が2005年秋に始動し

ている。他方， もともと宇宙食の安全性を確保するために米国で開発された

食品の衛生管理方式HACCPは， コーデックス委員会を通じて国際的に推奨さ

れ， 日本でも食品衛生法のような政府規制に反映しているように，それ自体

は品質や安全性を確保するための手続きないし考え方である。

(15)例えば，途上国での粉ミルク販売をめぐって世界的なボイコット運動を招き，

コーヒー豆やカカオ豆の国際価格暴落や児童労働問題，水資源の囲い込み，

国際労働協約違反などへの社会的批判の例に事欠かないNestleは， 1998年に「ビ

ジネス原則」 (2004年改訂）を定め，消費者，農業生産者，雇用労働者，地域

社会への責任，環境配慮，水資源の持続的利用，乳幼児の健康・栄養問題，
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児童労働問題への対応など同社の法令遵守姿勢と社会的対話姿勢を積極的

にアピールするようになってきた［久野 2006a]。

(16)ILO条約のうち，結社の自由及び団体交渉権，強制労働の禁止，児童労働の廃

止．雇用及び職業における差別の禁止など，グローバル市場における最低の

国際労働基準として 4分野8条約が指定されている。

(17)ただし，筒井 [2007] によれば従来の「行動規範」が①企業が一方的に基

準を設定する，②ILOの中核的労働基準を必ずしも承認していない，③その実

施は経営側だけがおこなう，④サプライヤー（取引・下請企業）を除外して

いる，⑤労使対話の基盤が弱い， という弱点をもっているのに対し，「国際枠

組み協約」は，①労使が交渉して締結する，②ILOの中核的労働基準のすべて

を承認している，③実施においても，組合員が監視し，労働組合が参加する，

④取引・下請企業も対象にしている，⑤労使対話の基盤を強化する， といっ

た諸点で両者は根本的に異なると評価している。

(18)本章の脱稿後， CSRについてまとまった文章を書く機会があった。久野 [2008]

をあわせて参照されたい。

(19)例えば，国連の人権小委員会が2003年8月に採択した「人権に関する多国籍

企業及びその他の企業の責任に関する規範」に対し，米国の産業ロビー団体

USCIBと国際商工会議所ICCが「この草案は実行不可能で，不必要で，企業の

社会的責任を促進する努力に水を差すものだ」と批判する声明を発表した。

また，西アフリカのカカオ栽培で児童労働が広く行われていることが国際的

に批判されているが，米国の人権NGOが主要取引業者であるCargill,Nestle, 

ADMを訴えた際に依拠したのが，米国の「外国人不法行為責任追求訴訟法」

(ATCA. 1789年）である。同法はコロンビアで続発している労組員の殺害事

件をめぐってCoca-ColaやNestleが訴えられている裁判でも根拠法とされてい

る。ナイジェリアの石油採掘をめぐる人権侵害と環境破壊で国際的な非難を

浴び，やはり ATCAを根拠に訴えられているRoyalDutch Shellの最高責任者

が議長を務める国際商工会議所英国支部ICC-UKは， 2002年の年次報告書の中

で「ATCAによって米国法が国外にまで及ぶこと」に異議を唱えるよう英国

政府にロビー活動を展開してきたことを自ら明らかにしている [Christian

Aid 2004]。
(20)低価格競争を優位に進めるための際限ないコスト削減圧力ゆえに， Wal-Mart

が労働組合禁止など労働者の無権利状態を放置してきたことは有名である。

(21)大山 [2003] は，有機市場の拡大を「有機農業の産業化」と捉え，国境を越

えた有機商品の広域流通が有機認証システムのグローバル化を要請し，さら

にコーデックス規格の確立 (1999年）にともなう WTO体制への整合化が有機

基準の下方平準化に帰着する可能性を指摘している。

(22)近年，農業輸出大国を中心に有機農業経営の大規模化が進み，代替的な外部
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投入財や雇用労働力への依存が広範にみられるようになっている。こうした

傾向は「conventionalization」として概念化され，カリフォルニア [Guthman

2004]やオーストラリア [Jordanet al. 2006]を事例とする実証的研究も進め

られている。

(23)2004年にFairTrade Organizationマークを導入し，認証の対象を個別商品か

ら組織自体に切り替えることによって，フェアトレードを事業の柱に据えて

いる組織を差別化しようと取り組んでいるIFATも，認証ラベルとその標準化

を通じた市場拡大自体を否定してはいないが，同マークが企業イメージの向

上と成長市場でのシェア獲得を狙った多国籍アグリビジネスの参入に対する

牽制になることは間違いない。

(24)Nestle, Kraft, P&G, Sara Leeの4社でコーヒー豆焙煎の45%を占めるが，

世界自然保護基金WWFの最新の報告書 [2007]によると， トラやサイなどの

絶滅危惧種が生息するインドネシアの自然保護地区で栽培したコーヒーを

NestleとKraftをはじめとする数多くの多国籍企業が販売していたことが判明

した。

(25)これはGMOの安全性評価をめぐっても大きな争点となっている。久野[2006b]

を参照されたい。

(26)英国では1990年代後半に一桁しか存在しなかったファーマーズ・マーケット

が2000年までに200を越え，現在では550に達している [LaTrobe 2001, 

FARMA 2006]。米国でも， 1990-2000年に1,890から2,842へと急増している

[Brown 2001]。日本では「道の駅」や農協施設を中心とする農産物直売所が

重要な役割を果たしている。農産物直売所の数は，常設で約3,000,仮設を含

めると約 1万にのぽるという。

(27)1970年代後半から京都で展開された「地域食糧確立運動」に参画した京都生

協が，府下の農協や生産者組織と協定を結んだ組織的な地域産直運動を進め

たことが知られている。①生産地と生産者が明確であること，②栽培方法が

明確であること，③交流ができることという「産直三原則」も，こうした地

域産直運動の流れの中で確立された［渡邊 2004]。

(28)米国では， 2005年時点でUSDAが掌握しているCSA組織の数は1,144に達して

いる [Adam2006]。英国では，中心的な役割を担っているSoilAssociationが，

2002年時点で100以上のCSA組織を確認している [LocalFood Works n.d.J。
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